
米原市人口ビジョン（2019改訂版）

（骨子案）

人口ビジョンは、本市における人口の現状や市民の認識などを分析し、人口に関
する地域課題や人口減少に対する危機感について市民と共有し、今後の目指す
べき将来の方向と人口の将来展望を提示するものです。
平成27年（2015年）10月に策定しましたが、2015年の国勢調査の結果な
どを踏まえあらためて人口推計等を行ったところ、見直す必要があるものと考えてい
ます。

令和元年12月13日

米原市政策推進課

資 料 1



41,319 

40,881 40,844 
40,576 

40,442 

40,143 

39,697 

39,383 
39,235 

38,889 

38,564 38,628 
38,427 

38,202 

38,885 

35,000

36,000

37,000

38,000

39,000

40,000

41,000

42,000

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

転入 転出 出生 死亡 人口 人口ビジョン

１ 米原市の人口動向（総人口①）

■2018年の現状
総人口： 38,202人（10/1住基人口）
自然増減：▲158人

（出生294人、死亡452人）

社会増減：▲67人
（転入1,154人、転出1,221人）

自然増減▲158

出所：滋賀県推計人口年報

■総人口・自然増減・社会増減の動向
総人口：合併以後人口減少が続く。
自然増減：死亡者数が出生数を上回り、自然減が続く。
社会増減：2005年、2007年、2016年を除き、転出超過。転出者数・

転入者数ともに人口減少に伴い、減少傾向にある。

転出超過▲67人

（人）

人口ビジョン
との差▲683
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１ 米原市の人口動向（年齢区分別人口）

生産年齢人口
22,058人

■年齢3区分別人口の動向
年少人口：少子化により減少傾向。合併時（2005年）と比べて現状は0.78倍（▲1,402人）
生産年齢人口：少子化により減少傾向。合併時（2005年）と比べて現状は0.87倍（▲3,317人）
高齢者人口：高齢化に伴い、増加傾向。合併時（2005年）と比べて現状は1.15倍（＋1465人）

高齢者人口
11,018人

年少人口
4,988人

年少人口
6,390人

生産年齢人口
25,375人

高齢者人口
9,553人

出所：滋賀県推計人口年報
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１ 米原市の人口動向（自然増減①）

■自然増減
・死亡者数は2009年以後450人～480人程度で推移。出生数は2012年をピークに減少傾向
・自然増減は、出生者数の減少傾向を受け、自然減が拡大傾向

自然増減
▲158人

出所：滋賀県推計人口年報

（人）
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１ 米原市の人口動向（自然増減②）

■合計特殊出生率の動向
・合併以後ばらつきはあるが上昇傾向。2012年以後は2016年を除き、全国平均を上回る
・2017年の合計特殊出生率は1.55となり、合併以後上回ることがなかった県平均を上回る。
・出生数は300人前後を推移

2017
合計特殊出生率

出所：滋賀県推計人口年報および厚生労働省「人口動態調査」を基に作成
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１ 米原市の人口動向（社会増減①）

出所：滋賀県推計人口年報

■社会増減
・転出者数・転出者数ともに減少傾向。
・社会増減は、隔年でばらつきはあるが、2005年、2007年、2016年を除き、転出超過となっている。

社会増減
▲67人
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１ 米原市の人口動向（社会増減②）

出所：滋賀県推計人口年報を基に作成

■年齢別の転入出超過の推移（2014~2018年）
・20歳代は経年して転出超過が続いており、転出超過の大きな要因となっている。
・10歳未満は2015年以後、転入超過となっている。
・60歳代は2016年以後、転出超過となっている。

2014 2015 2016 2017 2018



１ 米原市の人口動向（社会増減③）

出所：国勢調査を基に作成

■性別・年齢階級別人口移動の推移（2010年→2015年）
・男女とも10代後半の流出が多く、大学進学または就職をきっかけに市外への口流出
・男性の方が人口流出が大きく、50代まで転入超過がない。

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

男 女

（人）

4



１ 米原市の人口動向（社会増減④）

出所：国勢調査を基に作成

■男性・年齢階級別人口移動の推移
・ 10代後半で転出しても20代後半以降に３分の１程度は米原市に戻ってきている状況があったが、20代前半⇒20代後半は転出超
過に変化。市内に若者が求める仕事が少ないことや都市部の人材不足が影響していると推察
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１ 米原市の人口動向（社会増減⑤）

出所：国勢調査を基に作成

■女性・年齢階級別人口移動の推移
・ 10代後半で転出しても20代後半以降に５分の１程度は米原市に戻ってきている状況が20代前半⇒20代後半は大幅な転出超過
に変化。市内に若者が求める仕事が少ないことや都市部の人材不足が影響していると推察
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１ 米原市の人口動向（社会増減⑥）

出所：住民基本台帳人口移動報告を基に作成

■地域別人口移動
・県内での移動については、「長浜市」からの流入、「彦根市」への流出が多い傾向。より住みよい居住地を求めて移動している。
・県外は関東圏、京阪神に流出。就職や転勤、結婚を機に転出しているものと推察
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１ 米原市の人口動向（社会増減⑦）

■湖北・湖東エリア常住者の人口移動イメージ（20～29歳）
・ 20歳代は、県外への流出が多く、特に大阪府、東京都、愛知県の3大都市圏への流出が多くなっている。
・第1期策定時（2012年～2014年実績）と比較すると、東京（26→18人）、愛知（17→13人）、京都（10→7人）、彦根
（14→10人）は減少、大阪（9→23人）、岐阜（5→11人）は増加

※１．図内の数値は、転入転出超過数2016-2018年実績（3期分の平均値）
※２．滋賀県南部地域は、草津市、守山市、栗東市、野洲市

出所：住民基本台帳人口移動報告を基に作成6
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１ 米原市の人口動向（社会増減⑧）

■湖北・湖東エリア常住者の人口移動イメージ（30～39歳）
・30歳代は長浜市からの流入が最も多くみられます。県外では、岐阜県からの流入もみられる。
・第1期策定時（2012年～2014年実績）と比較すると、長浜市からの流入超過数が減少（31→13人）。県外への流出超過数
は、東京（6→2人）、大阪（2→1人）が減少、岐阜（2→3人）、愛知（－1→1人）が増加

※１．図内の数値は、転入転出超過数2016-2018年実績（3期分の平均値）
※２．滋賀県南部地域は、草津市、守山市、栗東市、野洲市 出所：住民基本台帳人口移動報告を基に作成



１ 米原市の人口動向（世帯数）

出所：国勢調査

■世帯数
・ 2000年と2015年を比較すると核家族世帯は1.25倍、単身世帯は1.64倍となり、総世帯数は増加している。
・2000年と2015年を比較すると65歳以上の高齢者の単身世帯は1.77倍、母子・父子世帯数は1.28倍となっている。

※核家族世帯とは、夫婦のみの世帯、夫婦と子供から成る世帯、男親と子供または女親と子供から成る世帯をいう。
※単独世帯とは世帯人員が一人の世帯をいう。
※核家族以外の世帯とは、核家族世帯または単身世帯以外の世帯をいう。
※総世帯数＝核家族世帯＋核家族以外の世帯＋単身世帯
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１ 米原市の人口動向（在留外国人）

出所：在留外国人統計（法務省）

■在留外国人
・2013年12月から2018年12月の5年間での在留外国人の増加率は10.8％で、滋賀県22.0％増の約半分。他地域に比べると増
加率は低い。
・国別にみると、ブラジルが最も多く180人（34.5％）、次いで中国139人（26.6％）、ベトナム100人（19.2％）となり、近年はベ
トナムからの流入が顕著に。

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 増加
（2018-2013）

増加率

大 津 市 4,101 4,023    4,009    4,058    4,129     4,341 240 5.9%

彦 根 市 2,024 2,011    2,163    2,289    2,385     2,680 656 32.4%

長 浜 市 3,213 3,106    3,097    3,273    3,332     3,596 383 11.9%

近江八幡市 1,189 1,162    1,118    1,155    1,187     1,346 157 13.2%

草 津 市 1,969 1,931    1,867    1,866    2,177     2,519 550 27.9%

守 山 市 738 730        753        890        961        1,038 300 40.7%

栗 東 市 1,038 1,013    1,027    1,059    1,144     1,258 220 21.2%

甲 賀 市 2,605 2,626    2,769    2,840    3,042     3,318 713 27.4%

野 洲 市 498 461        453        513        580        609 111 22.3%

湖 南 市 2,232 2,245    2,305    2,460    2,705     3,082 850 38.1%

高 島 市 449 427        417        437        494        553 104 23.2%

東 近 江 市 2,706 2,686    2,739    2,812    3,006     3,369 663 24.5%

米 原 市 471 446        439        493        516        522 51 10.8%

日 野 町 394 398        374        424        453        527 133 33.8%

竜 王 町 122 121        154        257        147        225 103 84.4%

愛 荘 町 753 712        733        786        868        902 149 19.8%

豊 郷 町 118 121        120        151        163        177 59 50.0%

甲 良 町 72 44          48          43          56          58 -14 -19.4%

多 賀 町 20 32          32          32          30          35 15 75.0%

合 計 24,712 24,295  24,617  25,838  27,375   30,155 5,443 22.0%
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※在留外国人とは３か月以上のビザを有する「中長期在留者」および「特別永住者」をいう。



１ 米原市の人口動向（まとめ）

社会増減の特徴 要因 対策

近隣市への転出超過 住みよい居住地を求める傾向 住環境対策・イメージ戦略

20代の転出超過が大きい 内因：市内の魅力的なしごとが少
ない・情報がない／居住地
がない

外因：都市部の利便性が高い／
求めるしごとがある／大学
の偏在など

働く場・機会をつくる／働く機会の
情報が届く／市を離れても戻りや
すい環境づくり

若者の戻りが少ない

都市部への転出が多い

自然増減の特徴 要因例 対策

合計特殊出生率の低迷 出会い・子育て意識／子育て環境 出会い・子育て環境づくり

今後の自然減の拡大 急速な高齢化
健康寿命の延伸／シニアの活躍
／いきがいづくり

その他の特徴 要因 対策

世帯数の増加 核家族化・多世代の減少・高齢化 地域のつながり・支え合いの強化

在留外国人の増加 労働力不足 共生社会／日本語教育

8



２ 米原市の人口の変化による影響

暮らしに与える影響

地域コミュニティの衰退 担い手不足／自治会機能の低下／地域のつながりの希薄化

文化・伝統の継承が困難 担い手の確保が困難／文化・伝統の断絶

空き家・空き地の増加 景観・街並みの悪化／犯罪の温床

安心・安全の低下 自主防災組織や交通安全活動の低下

地域経済に与える影響

消費減少 経済活動や消費活動が低下

労働力不足・事業継承が
されない

人材確保が一層困難／地場産業が減少

伝統技術の継承が困難 担い手不足による技術継承困難／伝統産業の衰退

行政与える影響

税収の減 税収減による公共サービスの低下

扶助費の増加 社会保障費等の増加

インフラの維持が困難 利用者・税収減により社会インフラの維持が困難



３ 人口の将来展望（人口推計①）

出所：国勢調査

■人口シミュレーション
・2015年国勢調査を踏まえた国推計システムで推計すると前回予測よりも人口減少は加速
・住民基本台帳ベースでは基準シナリオを下回っており、人口減少の加速化に合わせた目標の引き下げを行う。
・合計特殊出生率についても第1期人口ビジョンの2020年目標1.71の達成は厳しいとみられることから、見直しを行う。
・シミュレーション方法について、前回のモデル自治体方式から変更（合計特殊出生率・移動者数推移・移動率を利用）

社人研推計 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

今回（2019） 38,719 37,232 35,657 34,094 32,476 30,788 29,050 27,288 25,487 23,693

前回（2015） 38,878 37,572 36,143 34,675 33,145 31,535 29,818 28,043 26,230 24,431

前回との差 -159 -340 -486 -582 -669 -747 -768 -754 -743 -738

基準シナリオ 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

今回（2019） 38,719 38,135 37,890 37,280 36,631 35,929 35,249 34,513 33,657 32,831

前回（2015） 38,997 38,810 38,567 38,215 37,743 37,172 36,545 35,935 35,286 34,682

前回との差 -278 -675 -677 -935 -1,112 -1,244 -1,296 -1,422 -1,629 -1,851
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３ 人口の将来展望（人口推計②）

出所：国推計システムを基に算出

■人口シミュレーション
・前回と同様にボトムシナリオとベストシナリオを設定し、市の施策展開や効果測定の目安とする。
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３ 人口の将来展望（人口推計③）

出所：国推計システムを基に算出

■合計特殊出生率
・基準シナリオでは、2040年に1.80（前回1.94）、2050年に1.9（前回2.7）を目指す。
・ベストシナリオでは、前回の合計特殊出生率、ボトムシナリオでは滋賀県の人口ビジョン案（2019）の合計特殊出生率に準拠
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３ 人口の将来展望（人口推計④）

出所：国推計システムを基に算出

■純移動率
・基準シナリオでは、20代前半⇒20代後半、20代後半⇒30代前半の転出超過を５年間で５％の改善を目指す。
・ベストシナリオでは10％改善、ボトムシナリオでは３％の改善を目指す。

20歳前半⇒20歳後半、20歳後半⇒30歳前半
基準シナリオ ▶ 5年で５％改善（毎年約37人の転入者増または転出者減）
ベストシナリオ▶ 5年で７％改善（毎年約52人の転入者増または転出者減）
ボトムシナリオ▶ 5年で３％改善（毎年約15人の転入者増または転出者減）



３ 人口の将来展望（人口推計⑤）

3,623 

2,635 

4,559 

4,029 

5,452 
5,531 

4,855 

4,598 

5,128 

4,871 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

年少人口（0-14歳）

社人研推計

ボトムシナリオ

ベストシナリオ

基準シナリオ

前回基準シナリオ

15,913 

11,707 

18,698 

16,886 

20,200 

19,154 

19,963 
19,882 

19,288 

18,152 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

生産年齢人口（15-64歳）

社人研推計

ボトムシナリオ

前回基準シナリオ

ベストシナリオ

基準シナリオ

11



３ 人口の将来展望（数値目標）

■数値目標の見直し理由
・国推計システムによれば、前回の推計よりも人口減少は加速化している。また、住民基本台帳ベースでも基準シナリオを下回っている。
・社人研推計では本市の合計特殊出生率は2065年まで1.56程度で推移すると推計されている。
・現状の本市の合計特殊出生率1.55となっており、国民希望出生率1.8、人口置換水準2.07には乖離がある。
⇒ 人口減少の加速化に合わせた人口規模の見直し＋合計特殊出生率目標の引き下げが必要

見直し前
（2015）

見直し後
（2019）

差

総人口（2040年） 37,172人 35,929人 ▲1,243人

総人口（2060年） 34,682人 32,831人 ▲1,851人

生産年齢人口（2040年） 20,200人 19,288人 ▲912人

生産年齢人口（2060年） 19,154人 18,152人 ▲1,002人

合計特殊出生率（2040年） 1.94 1.85 ▲0.09

合計特殊出生率（2060年） 2.07 1.90 ▲0.17



３ 人口の将来展望（基本方針）

【米原市の人口動態の状況】
１ 少子高齢化が加速
２ 合計特殊出生率の低迷
３ 人口流動は「近隣」+「都市部」
４ 20歳代の都市部流出、戻りの減少

市内居住者（20～30代）の
流出抑制・流入促進

生産年齢人口の維持が喫緊の課題

① 20～30代を中心とした生産年齢人口の維持を意識した施策の実施
・若者が市内で活躍する場所・機会と安心して暮らせる環境を整える。

②「子育てしやすいまち」として若年世帯に評価される施策展開
・結婚・出産・子育ての希望を実現できるまちとしての評価を高める。

③ 移住定人口・交流人口・関係人口の創出と拡大
・移住・Uターン支援のほか、多様な形で地域と関わり、地域を応援できる。

④ 人口減少に対応できる地域づくりと健康寿命の延伸
・地域の個性や実情に応じた支え合いを支援し、健康で安心して暮らせる。

【人口動態が地域に与える影響】
１生産年齢人口の減少による人材不足
２コミュニティ・集落機能の低下
３地域経済の縮小
４ 行政サービスの低下

課
題
・
問
題

現
状
・
影
響

方
向
性
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